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SCM改革の着眼点と施策
増田有孝／中野秀昭／皿田 尚

日本でも多くの製造企業、流通企業などが「SCM（サプライチェーン・マネ

ジメント）改革」に着手している。SCMとは、需要と供給のギャップを適切

にコントロールし、過剰在庫や機会損失を極小化して、キャッシュフロー効率

を上げるマネジメント手法である。

サプライチェーン（供給連鎖）における問題の根元は、｢需要の不確実性」

と「トータルリードタイムの長さ」が需給ギャップを産み、｢思惑や伝言ゲー

ム」と「原材料や製品・商品の多様性」がそれを増幅することにある。SCM

改革では、これらの課題を根絶するべく、機能・企業横断的に最適なコントロ

ールができるような策を施す。またSCM改革では、対象となる業務や組織・

企業が広く、施策も多様なため、改革が滞ったり、当初想定した成果が刈り取

れなかったりする取り組みも多い。実効を上げるためには、グランドデザイン

への傾注、改革インパクトの可視化、先行ノウハウの活用が肝要である。

1
特集 SCM視点の経営革新
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した業務プロセス構造の構築を指向する企

業が多い。そのために、実需の把握や、結

果としての顧客満足度の向上といった目的

が上位にランクされている。

これまでのさまざまな改善・改革活動の

結果、企業内の営業、生産、物流などの機

能単位では、業務プロセスが最適化されて

きた。これに対しSCM改革では、企業内

の機能を横断的に最適化することはもちろ

ん、グループ企業間の連携、あるいは取引

先を含めた業界全体での最適化を指向して

いる。

取り組み範囲が広く、部門の長では全体

最適化が実現できないため、SCM改革を先

導するのは経営トップ、または権限を委譲

された経営トップ支援組織であり、推進は

トップダウンで行われる。

1 高まるSCM改革への関心
日本でも大手の製造企業を中心にSCM

（サプライチェーン・マネジメント）改革

が盛んである。NRI 野村総合研究所が今年

７月に売上高500億円以上の大手製造企業

約500社を対象に実施した「SCM改革に関

するアンケート調査」によれば、３割の企

業は改革を推進中であり、約９割の企業が

SCMに関心を持っている。本調査によると、

SCM改革の目的、主要施策、対象範囲、推

進主体は、図１、図２のとおりである。

SCM改革では、従来のロジスティクス改

革とは異なり、在庫費や物流費などの経費

の削減よりも、実際の需要（実需）に即応

Ⅰ　サプライチェーンにおける
課題と改革の観点
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図1　SCM（サプライチェーン・マネジメント）改革の目的と施策�
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理論ばかりでなく、幾多の壁を乗り越え

ながら、企業横断的に、トップダウンで、

実需即応を指向して、SCM改革は着実に日

本企業に浸透しているといってよい。

2 サプライチェーンにおける
４つの課題

販売予測や受注に基づいて原材料を調達

し、製品・商品を生産、貯蔵、運搬、販売

する一連のサプライチェーン（供給連鎖）

において、何が課題なのか。従来、サプラ

イチェーンにおいて多くの課題が認識さ

れ、それらは改善・改革活動によって解決

されてきた。生産・物流の各工程で必要と

なる原材料を適時適量供給し、工程間の在

庫を極限まで削減するJIT（ジャスト・イ

ン・タイム）などは、その代表的な例であ

る。

しかし、顧客を起点にしたサプライチェ

ーン全体を、もっと高い視座から広くとら

えると、最適化の遍在が見られる。成熟し

た市場に向けては、生産・物流の効率性を

低下させてでも、売れるものを売れる量だ

け売れるタイミングで供給することが肝要

だ。こうした最適マネジメントを阻害して

いる要素は、以下の（１）と（２）の「需給ギ

ャップの発生」と、（３）と（４）の「その増

幅」に分解することができる。

（１）需要の不確実性

いつ、何が、どれだけ売れるのかが100

％予測でき、その需要量とタイミングに合

わせて、確実にモノをつくり顧客まで運ぶ

ことができれば、サプライチェーンの途上

で原材料を在庫したり、製品・商品の在庫

を抱えたりする必要はなく、コストも極小

化できる。

しかし現実には、需要の予測はむずかし

いため、過剰在庫や機会損失を発生させ、

場合によっては在庫を廃棄することにな

る。需要の不確実性が、需給ギャップ発生

の第１の要素である。

（２）トータルリードタイムの長さ

顧客が欲しいと思った瞬間に、｢ドラえ

もんのポケット」のように欲しいモノを提

供できればよいが、原材料や部品を発注し

て製造工程にそろえ、製品・商品を製造し、

何段階かの運搬と貯蔵をするのに時間がか

かる（これをトータルリードタイムと呼

ぶ）。そのため、時々刻々と変化し、予測

が困難な需要とそれに対する供給の間にギ

ャップが発生する。これが需給ギャップ発

生の第２の要素である。

トータルリードタイムがゼロであれば、

需要は予測できなくても問題はない。逆に、

需要が確実に予測できるのであれば、トー

タルリードタイムが少々長くても問題はな

い。しかし現実には、需要の不確実性とト

ータルリードタイムが共に存在するため、

需給ギャップが発生する。

（３）思惑と伝言ゲーム

消費が低迷し、かつ消費者の嗜好の変化

が激しい昨今、実需の動向に対して各企業

は敏感になっている。

しかし、小売企業、卸売企業、製造企業

の営業部門それぞれに、｢この商品はヒッ

トして大量に売れそうだ」｢これはもうピ

ークダウンしそうだ」｢販売目標を達成す

るために無理をしてでもこれだけ売りた

い」などの思惑を交錯させながら、注文や

生産要望を出す。製造企業内でも、営業部
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門の作成した販売計画や生産要望に、生産

部門が「こんなに売れるわけないだろう」

｢工場の生産性を考えればロットをまとめ

るべきだ」などと思惑を交えつつ、供給量

とタイミングを調整する。

こうして、発注や要望・計画の情報が多

段階の伝言ゲームを経ることにより、需給

ギャップは増幅されてしまう。これは、鞭

が手元ではぶれが少ないのに、先端で大き

くぶれる様にたとえられ、｢ブルウィップ

効果」と呼ばれている。

（４）原材料や製品・商品の多様性

先の需要の不確実性と裏腹の関係になる

が、消費者のニーズの多様化に合わせて、

製品・商品の生産は多品種少量化してい

る。単一の製品・商品であれば需要予測は

比較的容易だが、多品種になればなるだけ、

相互に影響し合うため、予測を困難にし、

需給ギャップを増幅する。

このように、｢需要の不確実性」と「ト

ータルリードタイムの長さ」によって需給

ギャップが発生し、｢思惑と伝言ゲーム」

と「原材料や製品・商品の多様性」によっ

て需給ギャップが増幅される。SCM改革で

は、これら４つの課題を克服しなければな

らない。

3 SCM改革の４つの観点
サプライチェーンにおけるこれら４つの

困難な課題を解決するためには、図３に示

す４つの観点から取り組むとよい。

（１）デマンドマネジメント

デマンドすなわち需要の不確実性を極小

化する。販売計画を目標ではなく実需の数

値に合致させるために、営業マンの行動を

変える改革を行う。また、需要把握に際し

ての因子を分解し、確度を向上させる。受

注生産型企業では、顧客企業から受け取る

受注情報のリアルタイム化や、確定前の受

注見込み情報の取得などにより、確定受注

をしたらすぐに納品する受注即応化を図

る。

図3　SCM改革の4つの観点
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（２）ロジスティクスマネジメント

トータルリードタイムを極小化する。予

測された需要に即応することができる俊敏

な生産・供給体制を構築する。具体的には、

①生産・供給の単位（ロット）を小さくす

る、②後工程から前工程への原材料や仕掛

かり品の納入指示を情報システムにより正

確かつ迅速にする、③生産計画を素早く再

作成できる情報システムを整備する──な

どにより在庫水準を下げ、生産・供給の柔

軟性を向上させる。

（３）デマンド・サプライ・インテグレー　

ション・マネジメント

需要と供給の全容を見渡し、各種の思惑

を客観的に排除し、統合する。従来の販売

機能、生産機能、物流機能を超えて、モノ

や情報の流れを一元的にコントロールする

組織を、筆者は「統合ロジスティクスコン

トローラー」と呼び、最も重要なマネジメ

ント機能と位置づけている。大きな調整指

示の権限を持つ一方で、基本的に全在庫の

責任を負う。

（４）カテゴリーマネジメント

原材料や製品・商品の多様化に対して

は、原材料の共通化や製品・商品の絞り込

み、管理体系のグループ化の見直しなどを

行い、需給ギャップの拡大を抑える。

これら４つの観点から改革を推進するべ

きだが、多くの企業では、これらマネジメ

ントの基礎となる基幹業務の情報を正確に

とらえることができていない。①時々刻々

にみると、実在庫と管理システム内の在庫

に差異がある、②作業の標準時間が設定さ

れていない、③受注変更情報が生産計画担

当者まで伝わるのにタイムラグがある──

などが散見される。

しかし、こうした基本情報がきちんと整

備されていないと、基本情報を前提として

組み立てる高度なコントロールなどありえ

ない。SCM改革の推進に際し、基幹業務情

報の整備は大前提となる。

第Ⅱ章以降では、SCM改革の観点ごとに、

先行事例を踏まえながら、改革の方向性や

施策について述べる。

SCMでは、起点となる需要側の情報をい

かに正確に把握して社内に取り込むかが重

要であるが、一般企業においてはこの範疇

の改革の余地はまだ大きい。

一般的に需要把握体制は、①情報の共有

→②計画系の統合→③計画精度の向上→

④需要予測・把握の仕組み改革──と進展

する。

精度の向上に関しては、①管理単位をチ

ャネル別、エリア別、得意先別などに区分

し、それぞれの特性ごとに将来を把握する

細分化方向と、②メーカー出荷情報、卸出

荷（倉出し、EOS＜電子注文システム＞）

情報、店舗の販売情報（POS＜販売時点情

報管理＞データ）と消費者に近づく実需反

映方向──がある。

また、情報を入手・管理して、将来を予

測する方法としては、売上高などの被説明

変数 y を、品ぞろえ、販促手段などの説明

変数 x で説明しようとするものがあり、説

明変数 x は与件要因とコントロール要因に

分けられる（図４）。

通常、多くの企業では、説明変数を与件

要因とみなして、過去のデータを当てはめ

Ⅱ　デマンドマネジメント
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ることが基本となる。しかし、最悪の場合、

被説明変数 y を過去の y で説明する自己回

帰になってしまう。これでは、過去の延長

でのみ将来を予測することになり、市場・

消費者の構造変化は反映されない。

このような課題に挑戦し、需要情報の代

替として店頭情報を収集・分析すること

で、営業業務と生産業務を連携させた事例

を紹介したい。これは、営業業務と連動さ

せることにより、店頭における売り上げ変

動要因（品ぞろえ要因、陳列要因、販促要

因、売価要因など）をコントロール要因化

しようとするビジネスモデルでもある。

このモデルの基本には、市場における商

品力の変化に伴う売り上げの変動は別にし

て、営業マンが店頭状況、販促内容を能動

的に変えないかぎり、売り上げは変化しな

いという考え方がある。この場合、営業機

能自体の価値が疑問視され始めた、単なる

関係維持のための御用聞き営業とは、行動

規範がまるで違う。

このモデルでは、営業担当者が流通企業

側と協力して実施した方策によって変化し

た店頭情報がSCMの起点となる。ここで

は、収集・管理する情報を図５のように設

定し、店頭状況の調査業務を外注化するな

どして情報収集に努めている。チャネル特

性別にいくつかのパターンに分け、販売実

績情報と売り場（店頭状況）の因果関係を

分析したうえで、同一特性のパターンに演

繹する手段によって、全体の販売量を予測

している。

また、流通バイヤーとの商談によって直

接的に変化する「特売販売｣（値引きによ

る販促）などについては、店頭状況を整備

して売り上げを確保する「定番販売」と一

線を画している。商談内容の進捗管理と受

注情報の早期社内伝達、およびその情報を

生産計画に組み入れることがポイントにな

る。

eビジネス（電子商取引）、EDI（電子デ

ータ交換）などの進展が予想される現在で

は、一足飛びに営業不要論を唱えだしてい

る企業も見受けられる。すぐにはそこまで

変革しないまでも、SCM上で重要となるデ

マンドマネジメントにおいて、営業機能・

業務を併せて再設計することが必要になっ

ている。

図4　予測要因の考え方�
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注）EOS：電子発注システム�
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この事例では、デマンドマネジメントを

整備するうえで関連する営業業務の改革も

同時並行で実施している（図６）。図中で、

①～⑦は実際の改革内容、右側のコメント

はSCM上のポイントを示している。

1 トータルリードタイムの
構成要素

SCMの取り組みテーマとして在庫削減が

あげられることが多い。しかし、いうまで

もなく、在庫削減はさまざまな事業活動の

結果として表れる。

納品リードタイムとトータルリードタイ

ムのギャップがバッファーすなわち在庫と

なる。買い手から見た資材発注・調達時間

は、売り手から見れば納品リードタイムで

ある。仮に買い手が自社のトータルリード

タイム短縮の観点から、売り手に納品リー

ドタイムの短縮を要求しても、サプライチ

ェーン全体のリードタイムが短縮されない

かぎり、チェーン全体のバッファーは変化

しない（図７）。その場合、納品リードタ

イムの短縮は単にコスト高になって、だれ

かが負担しているにすぎない。

トータルリードタイムは、一企業の視点

から見れば、①伝達・調整時間、②配送リ

ードタイム、③生産リードタイム、④資材

発注・調達時間──の４つから構成され

る。④については、売り手から見れば「納

品時間」であり、トータルリードタイムは

結局①、②、③に集約される。

ロジスティクス革新を行ううえで理想的

なのは、売り手と買い手の間で時間価値を

認知し、サプライチェーン全体でのトータ

Ⅲ　ロジスティクスマネジメント

図6　デマンドマネジメント観点の改革事例�

①顧客への価値提供�

営業�

②売り上げ必達から�
　店頭活性支援機能への転換�

＜左の業務改革からの示唆＞�

①→ 最大価値である本業支援により、顧客側に�

　　　とって必要不可欠の存在になる�

　　 支援内容も商品本位→商談本位→顧客の業�
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　　　ている�

　　 明確なビジネスプロセスの規定と行動変容�
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　　 そのための後方支援体制の整備。担当者業�
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　　 先行情報の取り組みと咀嚼�

④→ 顧客への提供価値において競合優位性を高�

　　　めるツール（リテールサービス）の独自開発�

⑤→ 在庫責任と在庫コントロール権限の一致�

⑥→ 関連部署・経営トップへの在庫情報開示に�

　　　よる監視体制�

⑦→ 顧客への接近・機能代替による需要の創造�

　　 収集情報の高精度・先行性の確保と社内へ�

　　　のフィードバック�

②-1 情報収集機能の強化�

③製販統合システム→生産・物流部門へ�
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②-2  拡販・支援余地の認識強化�

②-3  仮説検証型業務への転換�
　　 行動仮説の明確化�
　　 「意図（仮説）」の計画化�
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�
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ルリードタイムを最適に設計することであ

る。

図８に示すように、横軸にトータルリー

ドタイム、縦軸にコストをとると、一般的

にはリードタイムを短くしようとすればす

るほどコストは高くなる。輸送単位を小さ

くすれば多頻度で輸送しなければならない

し、生産単位を小さくすれば一般的に効率

は落ち、コストは高くなる。

市場が要求しているリードタイムとコス

トに自社の能力では対応できない場合、ギ

ャップが生じる。たとえば、注文の翌日の

納品が市場の要求リードタイムであった場

合、トータルリードタイムを１日にすると

普通はコストが跳ね上がるため、そのギャ

ップを在庫という形で補っている。今、求

められているのは、サプライチェーン改革

によって、ギャップを埋めていくことであ

る。

図９では、時間価値が価格に転嫁されて

いるケースとしてビールを選び、縦軸に価

格を、横軸には購買から消費までのリード

タイム（消費者が商品を買ってから飲むま

で）をとっている。消費者にとっては、自

分が欲しいと思った瞬間に買って飲む、と

いう状態がいちばん便利な状態である。

それに比較的近い業態がコンビニエンス

ストアや自動販売機である。次に便利で、

値段が少し安くなるのが、スーパーや量販

店である。一方、ディスカウントストアは、

ビールをケース単位で売っており、消費者

は休日に車で買い付けて毎日１、２本ずつ

飲むことになる。休日に買ってから飲みき

るまでには相当の時間がかかる。これは、

消費者が ｢在庫」を持つことを意味する。

すなわち、消費者が意識するとしないとに

かかわらず、業態間の棲み分けが成立して

いる。

以下では、トータルリードタイムを構成

する伝達・調整時間、生産リードタイム、

配送リードタイムそれぞれの要素ごとに、

現在の変化の方向を示す。

図7　納品リードタイムとトータルリードタイム�
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納品リードタイム�
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買い手�
（自社）�

伝達・�
調整時間�
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図8　現状と目指すべき姿のギャップ�
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図9　小売業態別のビール価格とリードタイム�
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2 トータルリードタイムの
短縮方策

（１）伝達・調整時間の短縮（企業間の情　

報共有）

伝達・調整時間を短縮するために、多く

の企業が情報共有に取り組んでいる。代表

的な情報共有の方法として、買い手が調達

先に対して計画的に購買情報を提供するこ

とや、サプライヤー（供給業者）が買い手

に情報を逐次提供すること（トラッキング

情報の提供）などがある。

また、計画的に顧客企業の在庫を補充し

ていくCRP（顧客在庫管理）手法を採用す

る企業が増えてきている。顧客の在庫を管

理することで、顧客企業の発注担当者の手

間も省けるし、発注担当者の読みのぶれを

サプライヤーがなくすことができる。

これらの情報共有は、結果的にトータル

リードタイムを短縮する可能性を有する。

（２）生産リードタイムの短縮（生産と物

流の融合）

生産リードタイムの短縮は、上流工程か

ら下流工程までのボトルネックを発見し、

中間在庫を極力なくしていくことが基本と

なる。また、市場ニーズの変化にきめ細か

く対応するために、大ロット生産から小ロ

ット生産に移行し、かつ生産の柔軟性を高

めることが重要だといわれる。この原型と

なるのが JIT 方式である。

ただ、現在は、個別企業だけで考えられ

ていた生産体制を、サプライチェーンの最

上流からエンドユーザーまで物流も含め、

再編する動きが現れている。たとえば、パ

ソコンの供給についていえば、汎用部品を

調達して組み立ては倉庫でやってしまうこ

とで、サプライヤーと物流会社さえいれば

事足りる状況が生まれており、生産は工場

で行うものという概念も今ではあいまいに

なりつつある。一度、生産と物流の工程を

解体し、ゼロペースで工程を組み直してみ

る必要がある。

（３）配送リードタイムの短縮（企業を超　

えたロジスティクス再編）

過去十数年にわたり、コンビニエンスス

トアをはじめとするチェーンストアが増え

続け、多頻度小口配送が一般化したが、店

舗側ではこれにより荷受け作業が増えると

いう問題が発生した。このため、異業種の

メーカー同士の物流をいったん共同配送セ

ンターで受け止め、店舗ごとに仕分けして

配送する、一括物流という方式を採用する

チェーンストアが増えてきた。これにより

店側は、荷受け頻度、到着車両を減らすこ

とができる。

ただし、一括物流はあくまで特定のチェ

ーンストアの中で閉じた取り組みがほとん

どである。これに対し、多頻度小口配送ニ

ーズに対応するための古くて新しいテーマ

が、企業・業態を超えた共同化、標準化で

ある。１企業当たりの配送量が小口であっ

ても、小口の荷主をまとめることで、効率

を高めようという発想である。

その場合、荷物の客先コード、荷姿、パ

レットなどが荷主企業・業態ごとにバラバ

ラだと、誤配送や、倉庫やトラックの保

管・配送効率の低下を招く。こうした事態

に対し、配送密度が低い地方を対象に、企

業・業界を超えて、コードやパレットを共

通化しようという動きも、断片的ではある

が現れてきている。今後、よりいっそう積

極的に進めていくべきテーマである。
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SCMの目的はデマンドとサプライ、すな

わち需要と供給のギャップをコントロール

することにあると考えると、両者の調整な

いし統合管理が１つのポイントとなる。需

要側の不確実性への対応、供給側の硬直性

への対応、そしてこれらのギャップを埋め

る機能である。

統合管理の必要性と考え方についてはす

でに本誌1998年夏号で紹介したので、ここ

では統合部門に必要な７つの具体的な機能

を示したい。

（１）需要側の不確実性の評価

需要（販売）の不確実性を知り、それに

対応する機能である。その目的は、扱い商

品数が多い場合、商品特性に応じた個々の

管理レベルを設定して、各商品に適合した

管理を実施することにより、全体の不確実

性を低減させることである。

ここで設定する管理レベルとしては、

①量的なABCランク区分、②販売の計画

と実績とのずれ（不確実性）を基準とした

商品ランク区分、③商品のライフサイクル

上の区分、④販売方法別の区分──などが

考えられる。

（２）供給側に対しての評価

供給側の制約条件を知り、商品ごとの生

産事情による供給の柔軟性（硬直性）を評

価し、管理する機能である。具体的には、

①生産方法、検査基準、調達方法に起因す

るリードタイム、②生産設備、委託生産条

件に起因するロットサイズ──などが制約

条件になる。ここでも、商品別に管理グル

ープを設定し、個々の対応施策を駆使して

全体の柔軟性を向上させる機能が必要とな

る。

（３）在庫の管理方法

上の２つの機能を評価したうえで、適正

在庫量あるいは妥当な在庫管理方法を決定

する機能である。適正在庫量の決定とは、

サービスレベル（欠品許容度）と在庫保管

コスト（廃棄コスト）とのトレードオフ関

係を解くことである。その際の基準の設定

については、企業レベルで意思統一を図り、

目に見えるリスクだけを回避しようとする

担当者任せにしないことが重要となる。

（４）フィードバック

適正在庫を設定すれば、需要側、供給側

の双方の運営が可能になるが、実際の状況

によっては生産部門が対応できない場合が

生じる。その際、販売活動をコントロール

できるようにして、需要側の要求に少しで

も対応しようとする機能である。代替品の

活用、納期回答つきの遅納申し入れなどで

ある。

（５）供給側の効率の制御

需要側が短納期、小ロットの要求を強め

る一方、供給側には量産効果を得るため設

備稼働率を最大化しようとする傾向が根強

く残っている。しかし、全体最適の観点か

ら判断して、大所高所から、供給側に小ロ

ット・多頻度生産などの部分的な効率低下

を招く方策を指示できる機能が必要であ

る。

（６）双方の計画情報の公開

計画情報を需要側、供給側それぞれに公

Ⅳ　デマンド・サプライ・インテ
グレーション・マネジメント



24 知的資産創造／1999年11月号

開する機能である。これにより、双方の思

惑の排除、活動の準備、顧客への納期回答

など、将来に備えた先手行動がとれる体制

となる。

（７）動的な計画変更・指示

短サイクルでの予定・実績のチェック機

能と、それに対応するこまめな計画変更能

力、および定常管理サイクル以外の緊急指

示ができる機能を持つことで、全体の統合

が可能となる。

SCM改革の成果の刈り取りには、施策の

有効性はもちろん、推進方法の巧拙が大き

く影響する。やるべきことはわかっている

が、合意形成力の不足や情報システム構築

力の不足などにより、改革が暗礁に乗り上

げる事例は多い。

1 グランドデザイン描出に
傾注せよ

SCM改革は広範にわたる改革なので、

｢木を見て森を見ず」になってはならない。

個別具体的な調査分析や施策の案出に入る

前に、まず少数精鋭の改革推進事務局が、

大局的に改革全体のグランドデザイン（青

写真）を描くことが肝要である。

グランドデザインとは、サプライチェー

ンにおける経営課題の明確化と、あるべき

姿、改革方針・主要施策、改革実行プライ

オリティ（優先順位）、実行体制などの策

定を行うことである。その策定に当たって

は、ビジネスモデルや経営戦略、自社の業

務レベル、取引の複雑性、業界の成熟度な

どを踏まえる。あるべき姿とはいえ、画餅

に終わらない程度の身の丈にあったシナリ

オを描くべきである。

2 改革のインパクトを
可視化せよ

SCM改革では、全体最適を指向するため、

従来の個別最適で発想する複数の施策間で

パラドックスが生じる。関係者も多くなり、

その利害や行動原理の相違から、施策の合

意形成がむずかしくなる場面が出てくる。

結果として、最大公約数的な小粒な改革施

策で妥協してしまう場合も多い。

たとえば、小ロット生産・在庫低減型と、

従来のように生産性を重視する大ロット生

産・在庫保持型のコントロール方法に関す

る議論が起こる。このような場面では、フ

ァクト（実績）データと擬似モデルを用い

て、複数の改革案のシミュレーションを行

い、そのインパクトを定量化する。改革案

を比較検討して最適解を絞り込む過程を可

視化すれば、合意を形成しやすくなる。

3 先行ノウハウを活用せよ
しっかりとしたグランドデザインがあ

り、改革推進メンバーの意思統一がされて

いれば、あとはこれまでの各種の改革と同

様に、施策をブレークダウンして、やり遂

げることに注力する。

しかし、大規模であるがゆえに、SCM改

革は完遂までに長時間を費やしかねない。

構想策定時の市場環境や経済環境が改革の

途上で変化し、改革が完了したときにはそ

のサプライチェーンが陳腐化しているかも

しれない。またSCM改革では、自社の業

務プロセスや取引方法、現行システムなど

に関する知識以外にも、業務レベルを客観

Ⅴ　実効を上げるSCM改革の
推進方法
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的に評価する眼、改革のアイデア、先端情

報技術の知識などを要する。リスクの大き

い大胆な変革に踏み切らねばならない場合

も多い。

したがって、時間と安全を買うという発

想で、可能であれば先行企業からノウハウ

を教授してもらう、あるいはコンサルタン

トを通じて、先行事例のノウハウを活用す

るのも有効であろう。

筆者らは、世界のSCM改革の事例は、

①現行のビジネスモデルを肯定したままで

サプライチェーンの最適化を図る「オペレ

ーショナル（業務的）SCM改革」と、②米

国のデル・コンピュータ社のように、ビジ

ネスモデルを大胆に変革し、それに合わせ

てサプライチェーンを新たに構築する「ス

トラテジカル（戦略的）SCM改革」――に

タイプ分けできると考える。

日本で成果の収穫期に達し、新聞・雑誌

などで報道されている先行事例のほとんど

は、物流改革や生産計画情報システム構築

などのオペレーショナルSCM改革であり、

在庫や要員の「２～３割の効率化」効果を

狙っている。

日本では流通機構が複雑であり、また情

報ネットワーク基盤やベンチャー事業育成

基盤などが脆弱なことから、ストラテジカ

ルSCM改革への道は険しい。しかし、21

世紀のグローバル競争を勝ち抜くために、

売り上げを数倍に増大させるなどの大きな

成果を収穫したければ、ビジネスモデルの

大胆な変革まで視野に入れた、抜本的な

SCM改革が必要であろう。
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